
2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：教育庁 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

1
教育庁 教育環境整備課 2022年

  4月1日
長崎県立学校徴収金等口座振替収納事務委託

1,320,000
長崎市銅座町１番１１号
株式会社十八親和銀行
取締役頭取　山川　信彦

　株式会社十八親和銀行は県の指定金融機関であり、
各学校の公金取扱銀行でも　ある。授業料等の公金の
取扱いを行うのは、県の指定金融機関としており、相
手方が特定されるため。

第167条の2第1項
第2号

2
教育庁 体育保健課 2022年

  4月1日
令和４年度長崎県競技力向上対策事業委託契約
書 126,191,000

長崎市尾上町３番１号
長崎県競技力向上対策本部
本部長　中﨑　謙司

　本委託事業は、各競技団体と密接に連携を取りなが
ら、競技力向上に関する現状や課題・問題点などを検
証し、効率的・効果的な競技力向上のための施策を実
施するものである。
　長崎県競技力向上対策本部は、当時低迷していた本
県競技力について、現状を打開し、競技力の飛躍的向
上を図ることを目的として設立された団体であり、本
県において当該業務を行うことができる団体は他には
ないため、契約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

3
教育庁 体育保健課 2022年

  4月1日
都道府県立学校管理者賠償責任保険

2,831,977
東京都千代田区霞が関三丁目
３番１号
全国都道府県教育委員会連合
会
会長　藤田　裕司

　県立学校の施設整備の不備または管理上の瑕疵によ
る事故、及び教育活動実施中の事故等に対する保険で
、都道府県を被保険者として全国分を一括して締結を
行えるのは全国都道府県教育委員会連合会のみであり
、一括して締結するスケールメリットにより県単独で
の加入より有利な価格で契約することができるため。

第167条の2第1項
第2号

4
教育庁 体育保健課 2022年

  4月1日
トレーニング機器賃貸借契約

1,683,924
福岡県福岡市博多区店屋町１
番３５号
三菱ＨＣキャピタル株式会社
　九州法人支店
支店長　田中　慎一郎

　現在、県立体育施設（県立総合体育館トレーニング
室、県立総合体育館県北トレーニング室）には、トレ
ーニング機器を設置し、県民の健康増進のため活用し
ている。
　これらの機器は平成２２年度、平成２９年度、令和
２年度に導入し、コスト削減が図られるために再リー
スを行うこととしているが、相手方が既存機器の導入
業者である三菱ＨＣキャピタル株式会社に限られるた
め、契約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

5
教育庁 体育保健課 2022年

  4月6日
県立学校定期健康診断（結核健康診断）

単価契約
別紙のとおり

諫早市多良見町化屋９８６－
３
公益財団法人　長崎県健康事
業団
理事長　森﨑　正幸

　当契約にかかる健康診断は、学校保健安全法で６月
３０日までに実施することが義務づけられている。
　生徒が医療機関に出向いて受診する方法では、医療
機関への往復に時間を要するなど、学校運営上も支障
をきたすことになるので、巡回検診車による方法が最
も効率的である。
　県下全高等学校及び特別支援学校高等部新入生の定
期健康診断（結核診断）について、県内で限られた期
間内に当該事業を実施できるのは、検診車を多数有す
ることで離島を含む県内各地を学校単位で生徒の巡回
検診を行うことができる、公益財団法人長崎県健康事
業団のみであるため、契約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

6
教育庁 体育保健課 2022年

  4月27日
令和４年度国民体育大会派遣費等支給業務委託

129,936,000
長崎市松山町２－５
公益財団法人　長崎県スポー
ツ協会
理事長　荒木　健治

　（公財）長崎県スポーツ協会は、県や各競技団体と
連携・協力体制が確立されており、平素から連絡調整
等について十分機能している。
 　また、国体において選手団の窓口業務を担ってお
り、出場選手の動向を的確かつ速やかに把握でき、本
事業を執行するうえでも効率的に行えることから、当
該団体を相手方とすることが適当である。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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7
教育庁 体育保健課 2022年

  5月9日
令和４年度長崎県地域部活動推進事業委託

1,100,000
西彼杵郡長与町嬉里郷６５９
－１
長与町
町長 吉田 愼一

本事業は、令和5年度以降の休日における部活動の段
階的な地域移行に向け、本県生徒にとって望ましい部
活動の環境の構築と、学校の働き方改革も考慮した部
活土運改革の推進を目指し、拠点地域において、生徒
への指導を担う人材の確保、費用負担の在り方の整理
、地域部活動の運営団体の確保等に取り組むとともに
、その成果を広く発信し、課題を検証することを目的
に、県内21市町へ実践研究地域の募集をかけたとこ
ろ、長与町が研究の趣旨・目的を踏まえ、令和３年度
から継続研究を希望している。
そのため、事業の性質上、他地域への事業委託はでき
ない。

第167条の2第1項
第2号

8
教育庁 体育保健課 2022年

  7月1日
競技用カヌー艇・パドル購入

8,548,100
愛知県名古屋市天白区土原１
－２０３
合同会社　スプリント
代表社員　杉本　信明

　購入予定であるNelo社製の艇は剛性が高く、直
進性やウエイトバランスに優れているため多くの選手
に使用されている。本県でも長崎国体の際に購入した
Nelo社製の艇がその後の国体での上位入賞にも繋
がっている。
　またBraca社製のパドルは種類・サイズが豊富
でありシャフトの固さも選択可能であるため、選手の
筋力や能力に合わせやすく、世界中のジュニア層から
トップ選手まで幅広い使用実績がある。
　最新のNelo社製艇及びBraca製のパドルを
整備することによりさらなる競技力向上を図りたい。
Nelo社・Braca社製品は共に合同会社スプリ
ントの直接販売となっているため、当該業者との１者
見積による随意契約により購入する必要がある。

第167条の2第1項
第2号

9
教育庁 体育保健課 2022年

  7月20日
令和4年度国民体育大会長崎県選手団応援広告
掲載 2,200,000

長崎市茂里町3番1号
株式会社長崎新聞社
代表取締役　徳永　英彦

3年ぶりに開催される国民体育大会における長崎県選
手団に係る新聞広告を掲載することで、選手団への応
援機運を高めるとともに、県民に広く周知することで
、さらに本県スポーツ界の持続可能な発展に寄与する
ことを目的とする。
故に、長崎新聞社は、過去の国体開催期間中にほぼ全
競技会場にて直接取材し、本県選手団の活躍を毎日掲
載していたため、他社に比べ本県の国体に関する記録
及び資料等を豊富に保持している。また国体前の展望
や国体後の特集記事も多数掲載していたため、本県ア
スリートの事情にも精通している。以上のことから本
契約に最も適している。
また、同紙のシェアは県全体で約半数を占めており、
一人でも多くの県内在住の方に情報発信を図るために
は、同紙において広告を掲載することが最も効果的で
あることから、（株）長崎新聞社と随意契約を行うも
のである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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10
教育庁 体育保健課 2023年

  1月5日
県立総合運動公園陸上競技場1種公認に伴う精
密機器点検 1,193,390

福岡県福岡市中央区赤坂２－
１－４５
株式会社ニシ・スポーツ九州
営業所
所長　伊藤昌浩

　県立総合運動公園陸上競技場は、現在(公財)日本
陸上競技連盟により第1種公認を受けており、その公
認は国内の競技会の運営が支障なく行われ、樹立した
記録が公式に認定されるためには不可欠のものとなっ
ている。
　第1種公認を受けるためには、「陸上競技場公認に
関する規則」の中で、精密機器については年に1回の
点検をすることが定められているため、点検を行う必
要がある。現在競技場に整備しているニシ・スポーツ
製の精密機器の誤差調整やオーバーホール等の点検は
、ニシ・スポーツのみでしか行えないため、契約の相
手が特定される。

第167条の2第1項
第2号

11
教育庁 福利厚生室 2022年

  4月1日
教職員定期健康診断

単価契約
別紙のとおり

諫早市多良見町化屋９８６－
３
公益財団法人長崎県健康事業
団
理事長　森﨑　正幸

教職員の定期健康診断については
①県全域に点在する県立学校において、授業等への支
障が最小限となるよう、学校単位で巡回車による職員
健診を行う必要がある。
②検診項目の一つである結核検診は、法定で４～６月
までの受診期限がある生徒と同時に教職員も行う必要
があることから、県全域の学校を限られた期間内で、
また大量の検査が可能となる多数の巡回検診車の保有
が必要である。
③教職員が出張等で当日受診できない場合、別の日程
で近隣の県機関や他の学校等で健診ができる環境が必
要である。
以上の条件に対応できる機関は（公財）長崎県健康事
業団のみであることから、同事業団と随意契約を行う
ものである。

第167条の2第1項
第2号

12
教育庁 福利厚生室 2022年

  4月5日
教職員元気回復・健康維持増進事業業務委託

29,978,665
長崎市尾上町３－１
一般財団法人長崎県教職員互
助組合
理事長　中﨑　謙司

地方公務員法第４２条により、「地方公共団体は職員
の保健、元気回復その他厚生に関する計画を樹立し、
これを実施しなければならない」となっており、これ
に基づき本事業は、県教育委員会として、教職員のレ
クリエーション活動や健康づくりなどにかかる経費の
助成など、元気回復・健康維持増進を目的とした福利
厚生事業を実施することとしている。一方、（一財）
長崎県教職員互助組合は、教職員の相互共済、福利増
進等を目的として「職員の互助共済制度に関する条例
」に基づき設立された団体であり、教職員の掛金を財
源に、教職員に対する福利厚生事業を実施している。

本事業を実施するうえで、県と（一財）長崎県教職員
互助組合の事業目的が一致しており、事業を一体的に
実施することにより相互に効果が期待できるとともに
、効率的な運営が可能であり、委託費用については、
教職員への助成経費のみで事業の運営費などは含まれ
ていないため、他者より有利な価格で契約することが
できる。
以上のことから契約の相手方が（一財）長崎県教職員
互助組合に特定されるため。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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13
教育庁 高校教育課 2022年

  7月29日
授業目的公衆送信に関する著作物利用

9,341,111
東京都千代田区永田町２丁目
４番３号
一般社団法人授業目的公衆送
信補償金等管理協会
代表理事　土肥　一史

　一般社団法人　授業目的公衆送信補償金等管理協会
（ＳＡＲＴＲＡＳ）は、著作権料を教育機関の設置者
から徴収し、権利者に分配するために設立された、文
化庁長官が指定する全国で唯一の団体であり、相手方
が特定されるため。

第167条の2第1項
第2号

14
教育庁 長崎図書館 2022年

  11月15日
電子書籍コンテンツ購入契約

6,641,981
福岡県福岡市博多区博多駅南
１－３－１１　KDX博多南
ビル６階
株式会社紀伊國屋書店九州営
業部
部長　渥美保志

本契約は、既に一般競争入札（令和４年７月２９日公
告）により、令和４年９月６日付で電子書籍コンテン
ツの導入について契約している業者とコンテンツの追
加購入に関して随意契約を行うものである。先に契約
している業者のプラットフォームで電子書籍を閲覧す
るためには、当該事業者のコンテンツを購入する必要
があり、契約の相手方が限定される。

第167条の2第1項
第2号

15
教育庁 長崎県埋蔵文化財センタ

ー
2022年
  4月1日

令和４年度精密分析機器の定期点検・保守業務
委託 2,175,800

長崎市浜口町４－１１
株式会社　ニコンソリューシ
ョンズ　産業機器営業本部　
九州営業部　長崎営業所 
所長　長谷川　志伸

平成２３年度から当業務にかかる一般競争入札を実施
してきたが、一者応札が続いたため、仕様の見直しを
重ねてきたが、平成３１年度まで一者応札という結果
であった。更なる仕様変更は困難であり、令和元年１
２月に一者応札検討シートを公表したが、参加可能な
業者が出てこなかったため、令和３年３月１５日に教
育庁随意契約適正化推進協議会で審査を行い、将来に
わたって入札は困難という結果となった。よって、相
手方が特定されるため、一者随意契約とした。

第167条の2第1項
第2号

16
教育庁 長崎県埋蔵文化財センタ

ー
2023年
  3月30日

令和５年度長崎県埋蔵文化財センター施設維持
管理業務委託 4,286,305

熊本県熊本市南区江越1-1
4-10
株式会社パブリックビジネス
ジャパン
代表取締役　萩原　宣

長崎県埋蔵文化財センターは、壱岐市立一支国博物館
と一体的な施設であり、施設維持管理業務においては
、自家用電気工作物や合併処理浄化槽など施設に一つ
しかないものや、消火施設など施設全体を管理するも
のなど、分割しての発注になじまず、県使用部分を独
自に保守契約することが出来ない。壱岐市は、一支国
博物館の管理運営業務を指定管理者である（株）パブ
リックビジネスジャパンに委託しており、施設全体の
維持管理を可能とする当社と１者随意契約を行うこと
とした。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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17
教育庁 対馬歴史研究センター 2022年

  4月22日
重要文化財対馬宗家関係資料保存修理事業

19,862,865
福岡県筑紫野市上古賀3-2
-16　クリエイション・コ
ア福岡101
修理工房　宰匠　株式会社
代表取締役　藤井　良昭

本事業は、国指定重要文化財の｢対馬宗家関係資料｣
について、専門業者による修復が必要と判断された修
復事業であり、Ｈ２７年度から国補助事業により実施
している。
国補助事業採択にあたり、文化庁は次の事項を指導し
ている。
①�高度な修復事業が必要であり、文化財保護法に基
づく「選定保存技術の選定並びに保持者及び保持団体
の認定の基準」における保存技術に認定された「一般
社団法人国宝修理装&#28514;師連盟」に加盟
の工房に委託して行うこと。
②�修復場所については、資料への安全性及び設備の
面から国立博物館の修復室を利用すること。
　以上のことから、九州唯一の「国宝修理装&#28
514;師連盟」加盟工房であり、九州国立博物館の
修復室を利用できる工房である「修理工房　宰匠」と
の１者随意契約を行うものである。
（R4.3.25　教育庁随意契約適正化推進協議会
）

第167条の2第1項
第2号

18
教育庁 長崎東高等学校 2022年

  10月31日
つながる・広がる英語教育支援事業プログラム
使用契約 1,560,000

長崎市元船町１４－１０　橋
本商会ビル別館6階
株式会社ＪＴＢ長崎支店
支店長　平尾　武敏

当該契約はセブ島の語学学校アイデア・エデュケーシ
ョンと株式会社ＪＴＢが共同企画、開発、運営、管理
を行っているもので、他社では取り扱っていないこと
から、日本での契約の相手方が限定される。

第167条の2第1項
第2号

19
教育庁 大村高等学校 2022年

  6月15日
クライミングウォール保守点検等業務委託

1,540,000
東京都中央区新川１丁目３－
３グリーンオーク茅場町５F
東商アソシエート株式会社
代表取締役　滑川治男

本校に設置しているクライミングウォールは、県内唯
一の壁の傾きを調整できる可動式で、全国でも数箇所
しかない１支点タイプの構造であり可動部のバランス
調整や隙間調整が、設計・施工した東商アソシエート
株式以外の会社では対応できないため。

第167条の2第1項
第2号

20
教育庁 五島高等学校 2022年

  4月8日
長崎県立五島高等学校衛生看護科非常勤講師（
医師・栄養士）委託契約 1,738,000

五島市吉久木町205
長崎県五島中央病院
院長　竹島　史直

衛生看護科生徒が准看護師受験資格を得るためには、
一定数の講義の受講を終えることが必須。よって病理
学等の受講を行わなくてはならないが、島内で多種多
様な講義を行えるだけの規模を持った総合病院は長崎
県五島中央病院だけである。また当院は長崎県病院企
業団という県と六市一町の合同出資により運営されて
いる団体であり、信頼性が高い。講義科ごとに近隣の
開業医に依頼したとしても、開業医は通常の診察があ
るため対応が困難である。以上の理由により競争入札
への移行は困難である。

第167条の2第1項
第2号

21
教育庁 五島高等学校 2022年

  4月8日
衛生看護科生徒看護臨地実習委託

12,812,800
五島市吉久木町205
長崎県五島中央病院
院長　竹島　史直

衛生看護科生徒が准看護師受験資格得るためには、一
定数の病院実習を終えることが必須。よって病院実習
を行わなくてはならないが、３０名程度の生徒を同時
に受け入れ、かつ実習させるだけの規模を持った病院
は長崎県五島中央病院だけである。また、当院は長崎
県病院企業団という県と六市一町の合同出資により運
営されている団体であり信頼性が高いことと、島内の
病院では新しく最新の医療設備を有することから生徒
の病院自習の場所として最適である。以上の理由によ
り競争入札への移行は困難である。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2022年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：教育庁 2023年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

22
教育庁 猶興館高等学校 2022年

  10月13日
英語教育支援事業プログラム使用契約

1,183,000
長崎市元船町１４－１０　橋
本商会ビル別館６階
株式会社JTB長崎支店
支店長　平尾　武敏

当該プログラムは株式会社JTBが共同企画・開発・
運営・管理を行っているもので、他社では取り扱って
いないことから日本での契約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

23
教育庁 諫早特別支援学校 2022年

  4月4日
令和４年度諌早特別支援学校スクールバス運行
業務 単価契約

別紙のとおり

長崎市八千代町３－１
長崎県交通局
局長　太田　彰幸

令和元年度から当該業務ににかかる一般競争入札を実
施してきた。一者応札が続いたため、仕様の見直しを
検討したが、児童生徒が安全に通学を行うことを目的
とした仕様であるため、仕様の変更は困難であり、令
和３年度まで一者応札という結果であった。令和３年
６月に一者応札検討シートを公表したが、参加可能な
業者が出てこなかっため、令和４年３月２５日に長崎
県教育庁随意契約適正化推進協議会で審査を行い、将
来にわたって入札は困難という結果となった。よって
、相手方が特定されるため、一者随意契約とした。

第167条の2第1項
第2号

24
教育庁 諫早特別支援学校 2023年

  3月30日
令和5年度諫早特別支援学校スクールバス運行
業務 単価契約

別紙のとおり

長崎市八千代町３番1号
長崎県交通局
局長　太田　彰幸

令和元年度運行に係る契約から一般競争入札を実施し
てきたが、一者応札の状況が続いていた。そのため、
仕様の見直しを検討したが、児童生徒が安全に通学を
行うことを目的とした仕様であるため、仕様の変更は
困難であり、令和3年度運行の契約まで一者応札とい
う結果であった。令和3年6月に一者応札検討シート
を公表したが参加可能な業者が出てこなかったため、
長崎県教育庁随意契約適正化推進協議会で審査を行っ
たところ、将来にわたって入札は困難との結果となっ
た。よって、相手方が特定されるため、令和4年度運
行に係る契約から一者随意契約を行うこととなった。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



別紙

部局名 :教育庁  契約日 :令和 4年 4月 6日  契約の名称 :県立学校定期健康診断 (結核検診)

項 目 単  価 備  考

デジタル撮影 1,400円

デジタル撮影 (ポータブル) 2,800円

精密検査 (喀痰検査) 3,000円



別紙 部局・所属名 :教育庁 福利厚生室 契約日 :令和 4年 4月 1日  契約の名称 :教職員定期健康診断

検 査 項 目 単価 備 者

l,吉

核
検
査

胸部X線撮影 17∞円 デジタル撮影

喀l慶検査 2,250円 抗酸菌分離培登検査

尿検査 4∞円 糖、蛋白、ウロピリノーゲン、潜血

血圧測定 2∞円

身長、体重、視力検査 100円

聴力検査 350円 オ‐ジオメーター

腹囲測定 100円

心電図検査 1,徊円 12誘導

採血検査 3,3酵円

GOT、 GPT、 γ‐GTP、 TC、 TG、 血糖、 HDL]レステD―ル、

UA、 ALP、 ZTT、 BlアN、  CRE、 eGFR、 RBC、  コb、

WBC、 Ht、 LDL]レステD―ル、HbAlc

PSA検査 1,600円

近見ネ見力検査 100円

胃検査 5,150円

診察 (他覚症状の検査) 7∞円

※単価には、消費税は合まない。





別紙　部局名：教育庁　　契約日：令和５年３月３０日　　契約の名称：令和５年度諫早特別支援学校スクールバス運行業務

路　線 運行予定日数 路　線 運行予定日数 路　線 運行予定日数

150 1日1往復 56,100 1日1往復 1日1往復

48 1日2往復 71,000 1日2往復 1日2往復

187 1日1往復 35,800 1日1往復 1日1往復

9 1日2往復 47,600 1日2往復 1日2往復

2 1日１往路 24,000 1日１往路 1日１往路

1日1往復 1日1往復 1日1往復

1日2往復 1日2往復 1日2往復

1日1往復 1日1往復 1日1往復

1日2往復 1日2往復 1日2往復

1日１往路 1日１往路 1日１往路

1日1往復 1日1往復 1日1往復

1日2往復 1日2往復 1日2往復

1日1往復 1日1往復 1日1往復

1日2往復 1日2往復 1日2往復

1日１往路 1日１往路 1日１往路

番 号 - 見積執行機関 長 崎 県 立 諫 早 特 別 支 援 学 校
見　積　結　果　一　覧　表

件 名 見積執行日 令 和 5 年 3 月 29 日 １ ２ 時 ま で

（ 別 添 通 知 書 ）

商 号 又 は 名 称 所      在      地 代   表   者   名

第　　１　　回 第　２　　回

令和５年度諫早特別支援学校スクールバス運行業務

契 約 期 間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日

一 般 競 争 入 札 で

入 札 方 式 随 意 契 約競 争 参 加 資 格 の 有 無

な い 者 の 有 無

第　３　　回

結果単　価
年間見込額

単　価
年間見込額

単　価
年間見込額

1台あたりの単価 1台あたりの単価 1台あたりの単価

長崎線 長崎線
3,408,000

8,415,000

第 １ 回 決 定

428,400

48,000

大村線

6,694,600

大村線 大村線

長崎線 長崎線 長崎線

見積総額 18,994,000 見積総額 見積総額

　長崎県交通局 　長崎市八千代町３番１号 　局長　太田　彰幸

長崎線

大村線 大村線 大村線

見積総額 見積総額 見積総額

長崎線 長崎線 長崎線

見積総額 見積総額 見積総額

大村線 大村線 大村線
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